
Title EC統合と国家主権の諸問題 : 国民国家システムへの挑戦
Sub Title
Author 藤本, 裕貴(Fujimoto, Yuki)

Publisher 慶應義塾大学湘南藤沢学会
Publication year 1992

Jtitle 研究会優秀論文 
JaLC DOI
Abstract
Notes 三浦信孝研究会1992年春学期
Genre Technical Report
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=KO90003002-1992-009-0

001

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


~ 

EC統合と国家主権の諸問題

ー国民国家システムへの挑戦ー

藤本裕貴

慶嬢義塾大学総合政策学部3年

Yuuki Fujimoto 

Faculty of Policy Management, Keio University 

慶応義塾大学湘南藤沢学会

三浦信孝研究会

1992年＃学期

Keio University Shounan Fujisawa Gakkai 



1 9 9 2年春学期三浦研究会タームペーパー

「EC統合と国家主権の諸問題 一国民国家システムへの挑戦」
総合政策学部3年79004707藤本裕貴

1992/7 /2.5 

近代ヨーロァバは「国民国家体系」（nationstate system）によって、その力の均衡を保ってきた。EC

の統合は、との国民国家体系を改変して、国家主権を一部委部するととであり、そのため各国の主権は

とれまでと違って制限を受ける ζ とになる。しかし、 EC統合において、「国家迎合」（cor,federat ion）は

単に国家樹カの寄せ集めてeはなく、もっと下位の単位、「地域」の存在がζれまで以上に重要になる。本

レポートでは、マーストリ ヒト条約の目指す政治統合が明らかにした、図書主主備をめぐる各自の理念の

相違．を指摘した上で、「EC」「国家J「地域Jの柑互連闘が、 とれまでの 「一国家、 一国民」という杯組

に、どのような影響を及ぼすかを検討したものである。

1 国家主権をめぐる統合理念の相違

1.1 統合のwideningとdeeping

1 9 9 2 年 2 月に調印されたマーストリヒト条約は、政治統合を~僚とす る 「欧州辿合J ( Emopρan 

Union）を目指したものである。その共通蝿定は、欧州迎合の基盤となる政治統合κついて、「欧州の人々
の聞に限りなく裕接な迎合（a.nevel' closer union a.mo11g tl1e l比oplcsof E11l'Op<' ）を生み出していく過

程の新たな段階Jとしている。 ζの規定は、欧州経済共同体（EEC)条約｛ローマ条約）の前文κ盛り込
まれている表現をそのまま引き継いだものである。政治統合という、 ECが経済共同体として発足した

当時からの基本目標1）に、マーストりヒト条約κよって一定の方向付けが行われた、ともいえる。
ECの統合プロセスは、西ドイツとフランスの石炭、鉄鋼の全生躍をヨーロッパ諸国の参加す・る国際

機関の管轄下に置くというシューマシプランによ・コて、欧州石炭鉄鋼共同体 （8CSC. European ( oal 

a.nd Steel Communit.y）が 19 5 2年に発足したことに遡ることができる。その後、 19 5 8 iドに、欧州

経済共同体（ EEC: European Economic Com111unity）と、欧州原子カ共同体（ EVRATOM: Euro抑制

Atomic Energy Community）が続いて発足した。とれらK見られるように、 EC統合プロセスは、セク

ター別による経済の領域から始まった。

統合の対象となる領境と してあげられる経済、外交、社会（圏内政治）、文化の四領域はそれぞれ、そ

の性質から、統合の進みやすさと安定件κ、比重が異なるものとー予想される。経済の統合は、とりかか

りとしては比較的容易に進む領駿であるのと同時κ、状況の変化κよって安定性を慢ないやすν・領域で
あるため、これまでのF.C統合Kおいども、経済統合のダイナミ ズムが主にクローズア γプされてきた。

もう一歩進んだところでは、対外政策の共有・化が考えられる。もちろん、すベての外交而で加盟国の意

見が一致するととは念かろうが、例jえば、ソ連、東欧の民主化や人権問題への対応、述．上国援助と いっ

た領域では、共通の政策を採用寸る ζ とはかなりの程度実現可能である。 一方、今回の~ーストリヒ ト

条約が目指す政治統合は、いずたん統合してし支えば「統合の深化（<leepening)Jとして安定性の基・肢

と成り得る領域であるが、足女治統合までのプロセスは、加盟国の問でより一層のあつれきを生じさせ、

統合の進みにくい領境κ・4歩踏み込むものと考えられる。
その理由と して、欧州連合としての統合が、「プσセス」としては進行しているものの、目指す先の

統合理念が、いまだ加盟各国の間で相違を見せているととが挙げられる。

政治統合は、 19 9 0年 J2月にローマで開かれた EC首脳会識に於いて、「欧州安定の佐jとして位置

付けられた。同時に、とのaーマεc首脳会議で、「政府間会合」（ I G C: Intf)rgovernmental Conference) 



2 

がスタートする ζとKなり、政府開会代金霊ねるととによって政治統合に時rJ.imが見られた。こうして統

合の深化（widening ）がはかられる一方で、 イギ・リスのメージャー首柑は、欧州自由貿易迎合（ EFTA: 

European Free Trade Association）を中心とする新規加盟希望国への横寵的な対応に余念がない。いわ

ば、統合の拡大（ widening）への勘きである。イギジスはかねてより独仏主導の欧州政治統合の推進に

は警戒的であった。 ζとで、 根強い中立主義の伝統をもっ EFTA諸国の新加盟の動きが本絡化するとと

は、統合欧州の政治的性絡を薄める方向に作用すると考えられる。

1 9 9 2年6月3目、デンマークでは国民投摂で、守一ストリヒト条約を否認した。 ECの官僚レベ

ルで推進する、上からの政治統合によ って、主縦が芸家われてしまうのでばないかという、民衆レベルの

危棋J撃が表開化したものである。現仔のECの仕組みは、持！脳会議（欧州理事会）κ織限が集中し、直接
選挙で選ばれた欧州議会の繕限は弱い。デンマークの掛合は、 人口五百万人余りの小国で、すでに高福

祉国で他の加盟国を支侵する立場にある ととから、主権が縮小し、 統合欧州にのみ込まれる ζとへの懸

念が、より強いのだと見る ζ とができる。「デンマークショ yクJは、これまで水間下で折衝されてきた

「統合の wideningか、 deepingか」、あるいは、「連邦llllJか迎合制かJといった対立が、統合の理念と現

実の問で反駁しあっているととを浮き彫りにし、今後の Eぐ！統合プロセスに主主ける理念を再度問lハrnrす
必要性のあるととを示唆した。

1.2 連邦（federation）か連合（confederation）か

そもそも、政治統合、ひいては欧州辿合のありゾjをめぐっては、BC独自の外受・安全保障政策を積

極的に推進しようとしているフラ ンス・ドイツなどの主張さ｝と、主権国家の自由な協カに基づく政治協

力という、より現実的な対応をとるべきだとするイギリスなどの考え方κ大き念開きがある。

当初、議長国であるオランダが用意した、マーストリヒト条約の草案ktよ、「連邦（ federation）を白

標とする迎合Jという表現があったが、失メ ージャー口・財の侭抗によ って［ 「連邦Jという表現は削除

され、かわりに unionという言葉で妥協が成立した。

現実主義ともいえる国家迎合（ confederation ）は、かつてはドゴール、アデナウア一、サッチキーが

主張した。「祖国からなる欧州Jを目指し、主．栴・を保持したままで、各国の利益を達成しようとする、 主

権国家の協力機構である。 一方、理想主義から発する連邦制（ federaもion）は、チャーチノレの唱えた「欧

州合衆国Jのように、超国家機関に主権を委識する形態であり、ドロール委員長が強〈主彊している。

E Cの政治統合は、理念としては、国家迎合から述邦制への移行を内包している。

2 「人の移動の自由Jと国境なき欧州｜

人の自由移動には二側而がある。第一の側面は、労働の自由移動であり、もうひとつは、欧州市民が

旅行者として場内に自由κ移動したり、 経済活動K従事しなくて私自分の選択する加盟国κ庶往する権
利に関わる。

とうした人の移動の自由によって、移民労働者・はすでに定住期κ人り、どとに帰属するかと いう新し

いアイデンティティ ーの槙索は、移民の第2世代K及んでいる。

とく に市民権の中心をなす地方レベルでの選帯権付与問題についてみてみると、各国の対応はまち玄

ちである。その対応には大きく分けて、次の二つが符犯している。ひとつは、ナシ ョナリスティァクな

国民主権を主張するものである。 とれは、国家、国民、選挙措をひと くく りにするもので、移民の排斥

運動のひきがねになる要因のひとつである。もうひとつは、個人の平等や民主主義の原則という、ひと

つの政治的理念に基づいて、外国人Kも選挙権を与えようという動きである。

なお、マーストリヒト条約では、すべての欧州市民に対して、経済活動の従事に関わりなく移動の自



自を認めるとともに、居住闘での地方選挙、欧州議会選挙への参加を認めるものとなっているが、そ と

にいたるまでの動きを以下に細かくみていきたい。

2.1 労働者の自由移動

1 9 5 7年に制印されたローマ条約の第三条で、「人の移動の自由Jは、すでにうたわれていた。£（・

では、以内市場の完成を目指してきたが、その課題のひとつはヒトの自由念移動を可能にするととであ

る。しかし、 ζとでいうヒトとは、労働者ゃち門職の人々を錯し、労働の移動を妨げている資格の統ーや

相互承認、就労許可証な どKよって自由な移動を可能Kする ととを目指している。 （しかし、査証（ヅィ

ザ）発行などのIJ¥入国管理は、加盟国の内務領域の問題であり、加盟国の榔限として残されている。）

・峨業資格の相互示却（医師、宥護婦、弁護士、 E型髭師、建築家、運送業・など）

．職業教育にむける聖堂絡、免許の互換性の実現

・事業設立および居住の綴利の相互承認

．応用Kおける内外人平等の原則

EC加盟国tよ本国人とその他の加盟国出身者とをin~mの而で平等に敏わねばならない。

・公m労働の開店主
公務労働の雁用については、 ζれまで肉国民優先主義がとられてきた。しかし、公的権力の行~

や国家の意思決定にかかわらない分野として、 EC 委員会性炊の業－~~開放すべきとして卸j侍して

いる 0

・商業上のサービスにかかわる分野（公共交通、電カ・ガス、 j選輪、郵便、通信）

・医療、 衛生

・学校教育、研究

こうした公都労働の開放というガイドラインの設定によって、面営企業や公Z苦労働の維持・鉱大が閥

難となっている。 そのととで、 一国だけ突出した政策の維持は、今後ますます困搬になろう。国家｛士、

ECのガイドラインK従う形で民営化、および地方分権化の方向へ向かうものと推測される。

2.2 「欧州市民Jの自由移動

また、マーストリヒト条約では、以下の 「欧州市民縦Jの概念が噂入された。

（社会権〕すべての欧州連合市民の、域内IC.$1ける移動と居住の向由

( 1985年より共通バスボートの噂入）

〔公民権〕他の加盟国に居住する場合、 EC加盟国国民は居住国において地方選および欧州議会議員の

選挙権と被選挙権をもっ

〔外交保護権〕第三国において自国の大使館、領事館がない場合、他の F:C加盟国の大使館、領事館に

よって外交保護を受ける権利

（請願権〕すべての欧州連合（国）rn民は、欧州議会に対して請願する梅利をもっ



ζ うして、欧州市民の自由な移動が可能になって、国境が廃止されれば、域外者もいったんEC域内

に入ってしまえば、域内居住者と同条件となるe つまり、域内国境における検問を廃止すれば、第三国

国炭の処遇を~加盟国が平等にしなけれは．ならなくなる。 とく に外凶人の参政揃問阻tよ、市民脳の中心

献・匙jであるが、現段階では各国の対応はかなり異なっている。次節では、外国人の参政権をめぐる現状

の様々な対応と議論をみる ζ とで、 19 9 2 ＇.軍人の自由移動へ向けての統ーが、改めてヨーロッパの多

織性を浮き彫りにし、その多段性とそ、各々の地肢がアイデンティ ティーを追求してきたととを示唆す

るものである。

2.3 外国人の参政権

「人の移動の自由」が推し進められるにいたって、EC内の定住外白人は、外国人；就業者に対して

1,262万 8,000入／ 4九6万人である （19831rf.現在）。 との定住外国人の数は、外国人就業者Kその

家紋も含めたものであり、 19 6 8年κ労働者の家放のf,l¥;(E隔が、そ して 19 7 0年に、退職した労働
者がその国κ閉まり続ける権利がECレベノレでは・ll!Uイヒされたととからみても、移民労働者のサイクルと

してすでκ彼らは定住j聞に入った仇のと考えられる。

定位移民に対して参政権全付与する ζ とは市民権の中心掛題である。EC委員会は、 19 8 8年6月

2 i!日に、人の移動の白山の拡大にむけて、加盟諸国が以内出身外国人の白治休選挙権を部めるよう、

政策の調設をルζなう ζ とを閣僚館市会に勧作している。

〔欧州議会選挙）選挙の方法を各国が自由に定められるため、外国人の選挙織はまだ完全な形で認め

られていない。ただしイタリアでは、 19 8 9年 6Jiの欧州議会選挙で、被選挙権を自国民以外

Hこも開股しており、フ ランス人の政治学者モーリス ・テ．ユグ.-r.）~ ジェが、イタリア共産党の推薦を

受けて士l選した。

（国政選挙） ζのレベルでは国誌の保持と外国人の立場が対す．しやすく、すべての固で外国人の選挙

権は認められていない。

〔I也方自治体選挙） スウェーデンが 19751rドκ、つづいてオラン久 グンマーク、アイルラ ンドが外国
人への選拳権の付与・tすでに認めている。フ ランス・ドイツ・ペノレギーは論争中である。

以下に具体例として、フランス憲法改百議論と、 西 ドイツ在住外国人選挙樹付与問題をとりあげ

る。フ ランス憲法改正議論は、マーストリヒ ト条約批准K関わる乎続きよの議論であるが、フ ラ

ンスでは以前jから、外国人κ選挙権を与えるととに対して、「新しい市民指」の概念をめぐり、論
議が霊ねら札てきた （次節参照）υ 一方、西ドイツゐ；住外国人iit挙繕付与問題は、マーストリヒ
ト条約で、「欧州市民」に対する参政権が認められる以前に、迎邦誤判所が 「国民主権に反する J

として、外国人への選挙権付与を違憲と した ものであり、今後・＜：？ーストり ヒト条約批冶と関連し

て、 「主権」の概念がどのように各国で捉えられているのかを端的に示す一例として、取り上げた。

・フランス憲法改正議論

マーストリヒ ト条約の内容のうち、フ ランスでは、園内に住むEC市民に対し仏地方選での選挙、

被選挙櫛を与える条項や、外国人κEC間内の自由移動を認める点念ど、 国家主権Jζ関わる条項

が現在の憲法に低触するとして、国会での憲法改正作業が行われている。マースト Pヒト条約の

批准・ 承認には憲法改正を伴う必要がありうる。それは、地方自治体選挙の投票権や、 立候補磁

を自国以外の欧州市民にも認める「欧州市民権Jの創設が、「フランス国籍をもっ者が選挙権を持

つ」と規定した憲法第三条を修iEする必要を生じさせないかという問題に絡んでくる。



国民混合では 19 9 2年6月19臼、上院で修圧が加えられた、マーストリヒト条約批准のための

憲法改正案を、 388/•13 で可決し、！面J 2 3日の上下両院合同番目会で：l/5以ょの賛成で成立したω

9月 20凶に、国民投諜に付される ととになっている。

・西ドイツ;tF.：住外国人選挙権付与問題

1 9 8 9年2flシュレスクィヒ ・ホノレシι タイン州がデンマー夕、ノル少ェー、オランダ、アイノレ

ランド、スイスの六カ国人のうち曲．ドイツ在住五年以上の者IC選挙権を付与するための州法を可

決。ノ、ンプルク特別市も同月、八年以上必住の全外国人に選挙轍を与える法案を可決した事から、

憲法論議を支えた論争へと発展した。 ζれらの法案を支持した SPD（社会民主党）ヤ FDP（自由民

主党）は、すて’に七パーセントK達する西ドイツ在住外国人に政治的参加の過を閉ざす事は社会不

安の削大を招くと主i張。とれに対し、コール政栴と与党のぐ・DU（キリスト教民全戸Hfil）は、西ドイ

ツ国籍を持たない者K選挙縦を与えるのは遊惑として貞っfnJから対立した。おりから、外白人労

働者問題が－cliの地方選挙の争点Kなったとともあって国民の関心を集めた。

外国人への選数機付与は、憲法の定める国民（ Volk ）主統のお｛日IJに反するとして訴えた迎邦憲法

裁判所での判決は、 19 9 0 年 10川、同州、！の法改正を淫怒 として無効とした。 国民 （Volk ）の

ナシ Jナリスティックな解釈と、それ全地方レベルにまで及ぼそうとする保守努力の怪勢の紋強さ

が現れたかたちとなった。

2.4 「新しい市民権J

1 9 8 0年代後半のフランスにおいて「新しい市民権Jという概念が誕生した。移民の政治的・H会

的地位κ関する論議が、法的レベんで活発化したもの。伝統的な「国家一国民一市民権」という考え}j
を切り離し、地方レベルて’在住外国人にも選挙権を与えたり、選挙梢以外の諸樹利を与えようとするも

のである。ンランスでは、国籍という点では基本的にはIJ；生地主義であるが、「新しいiTi民彬」はむしろ

「自由 ・平等・陣愛Jといった国家理念の共有を持って由民（あるいは市民）とみなす考え方が益存して

いる。

地域、あるいは国家の拡大としてECを考えた場合、 フランスの「新しい市民権」の考え方は、 Ec 
統合の際にノたいに芸参考になるのではないか。 一国家、 ー凶民という枠組で、正 Cに国家の利益を反映さ

せるというよりも、共有された型念のもとに、主権を凪家の枠K収めないことで、よりさまざまなレベ

ルの構成単位κ、効身さを分散できるnf能性のプjが高いだろう。

3 EC統合による地域の トランスナショナル化

前章て・みてきたように、 EC統合は、国墳をとりはらうととによ って、 ζれまでの「国民函家体系J

を改変するととを意味する。その結来、 「地獄」がζ れまでのように、図書友の下位単位としてではなく、

rE C」「国家・」と併存して権力主体となる可能性を持つ。

今まで 「国家」の枠組の中IC位置付けられていた地域運動は、固有の歴史的領土を持ち、全.IC既存の

国家内において、地域の自決捕を主張してきた。近年、 r,c統合が拡大、発展するうち、「地域」が EU
レベルで、自らを検制的に位世づけようとする動きが尚まっている。



。
3.1 「地域J復権の要求

「国家J のたががゆるむととによって、明らかな形で地域要求が表れるよう IC~ った。その主な地域

復権の嬰求κは、以下のよ うなものがある。

（経清的要求〕 中心部と周辺部の間K存-0：する絡差の是正を膜索するもの

（文化的要求〕言語、文化、民披性の相逗ーにもとづき民般的アイデシティ ティ ーを強調

〈政治的要求）地方分権化とよりいっそうの自治の慌保全めざすもの

地域と しての自律的な意思決定の要求では、カタルーニャ、バスクからスコットランドやブノレター

ニュにまで共通するであろうが、その形熊や可能性の大小は、政治的勢力の大小などによって｝.，

おいに異なる。

これらの、地掛からの民求提示を可能にした弘q川とし・て、8Cの強化と拡大、それに伴う国家主権のねl

対的弱体化があげられる。

3.2 地域主義の諸類型

地境主義の流れには、国家κ対する地域の経済カ、資政条件Hこより、極健念地主主アイデンティティ ー

磁立の運動から、 連邦主義、さ らには分離の~；Jtまで、多段な形掠が存在する。

〔地域主義者〕地域の自治実現、 出家の枠組問題にせず

〔自治主義者〕地域の自治権拡大、連邦制などの形で国家形態を問い直す

〔分離独立主義者〕民族主義的、国家機力との対立

EC統合によって、 とれら地境主義の運動は、緩やかκその性質を変えていくものと子想される。国家
の枠組を越えて、「地按」が主体をもつようになる。 「国家」の相対化と 「地駿」 の再編である。

地域がトランスナショナル化するととによ って生まれる新たな 「地以」の可能性を、次簡に述べる。

3.3 新たな「地域Jの可能性

国家が主権の一部を喪失する ζ とにより、国家を越えて ECレベルを標的とする地域要求が高まる。

いいかえれば、国境という壁を越えて、地墳問題が広級化するものでらる。一例と Lて、南仏の濃度運

動があげられよう。

1 9 7 6年 3月4日、南フランス、ラングド γク地方のモンノレドンで、イタ Pア産ワインを選ぶト

ラッ クの流れを阻止するとして、葡萄を作っている農民たちが、国道上にパリケードを築き、 乙れをl€

もうとする憲兵隊とライフルで撃ち合うという事件が起ζった。 ECが成立する ζ とによって、人とそ

ノの移動の隙壁が取り除かれ、後進的な南仏の農民は、問じく後進的地位にあるイタリア淡民とのき

びしい競争にさらされたのである。従来モ札ぞれの国家のとってきた個別の農産物保護措置は もはや

存続を許されず、プリュァセルと ζれら地墳との関係が、より直接的なものとしてあらわれるようにな

る。いわゆる中心一周辺の関係が、国家の枠を越えてヨーロ γパ大で広域化することをしめすものである。

また、とれにともなって、地境運動はζれまでは国家が告発の対象ないしは交渉相手だったが、敵手

の告発から自助努力による地域発展へと、その性質が変化する。



「国境なき欧州Jの誕生κよって、分離、独立運動はその意味を減L，るζ とになる。

「辺境の逆転J地掛が隣自の諸地域と手を結び、経済、科学校Wi協力、 ：文化協）JJなどで仏；岐圏を形成
する。園内の中心部よりも、むしろ隣接する聞の他地域との関係を強化しようとする動きである。

フランスのアルザスやロレーヌでは、隣接するノレクセンブルクやドイツ、スイ スとの結びつきが強〈、

「越境通勤客・」がかなりの数Kのぼる。またロレーヌ地方・では、鉄鋼おそはじめとして経済不況が深刻で

あるが、 ζ うした状況を克服するため、工業の進んでいるドイツとの結びつきを恨め、ザーノレ＝ロレー

ヌエノレクセンフソレクといった超国境的な；工業地帯の建設や推進している0・

ベルギーでは、オランダ詰系のフヲントソレと、フランス結系、のワロニーとの「話詩苦戦争Jがゐー名だが、

今日では、ワロニーと フランスのノ ーノレ ・パ・ド・カレー地方、あるいはワロ ＝・ーと フランスのロレー

ヌ地方、ノレクセンプルクとの問で経済、技術協力が進んでいる。ベルギー園内での対立防浩それ肉体は

人－きく変化してい在いのて’あるが、敵対地主主との関係は、相対的に比重をj減じ、新たな隣妓.tt!JJ或との広

域閣を建設す・る ポジティ ブな可能性が、 EC統合によって制IHされた。

また、鉱大ECにともなって、 EC内部での南北和男がI回大しているが、経済前ではεcを通じた形
で、ポルトガノレ、市郎イタリア、アイルランド、ギりシャなどκ接取Jと開発が行なわれているが、これ

もまた、「地域」とヨーロァパとの結びつきの新しい形である。

3.4 補完性の原理導入へ

r EC  J「凶＊Jf地以Jの三空間が共存していく流れにのっとり、マーストリヒ ト灸約で、補完性の

原理が明文化される ととと なった。

術完性の脈血（t.hぜprincipl倍o「吾ubsidiuriLy）は、すべてのζ とをに仁レベノレで一元的‘ ・-1栄的W，決め

るのではなく、地域レベルで処理できるととは当該レベルに任せ、可T柄の性質に応じて国家．レベル、 EC

レベルへと徐々に決定段階を移していく統合方法である。マーストリヒ ト条約では、ト：Cの政策領主主が

大幅に拡~R され、国家主権が奪わ札るという懸念に対応して、第三条 b tc.ζのlポ胞が挿入された。 3）こ

のよ うにして、「ECJ、「国家」、 「地域」という、各レベルの主体性；を噂草するどと Kより、 ECレベル

での法の採択を容易κしたものである。
との原理はプラグマティ yクな型1111から111てきた。 EC＇.！会民会の人以と権限が制限されているのに、 9

2年までに市場統合を完成せねばな らず、EC委員会は附j式出の現状を承認しつつ;.IDむ方法を採択する

ととK在ったのである。しかL見方を変える と、 すでK梢成国の国家制度、法令が完備している段階で

進められる統合は、それを前提としつつ連邦的念仕プjて.ill:むのがもっと も現実的であるという事実が認

められたというとともできる。 ζの方法は経済的辿邦と しての ECの揃｜製と構成国の権問、そして地以

の相対性を巧妙にミァクスする ζ とで無理のない統合の進展を意図するむのである。

4 今後の展望および総括

ζれまで人の自由移動、欧州市民権、外国人への選挙権付与など、国家の壁を取り除とうという努力

が積み重ねられてきた。しかし狭轄の経済統合よりも、とういてコた各国の政治や社会、文化にかかかわ

る調整は大変で？、それぞれの地域の民恵を反映させようと いうデモクラシーの袈求と牽引し合う。

経済統合から政治統合を呂指すにあたり、各国は主権の共有．化によって統合の理念を達成する ζ とにな

ろう。主織の共有化によって、「地域」は「EC」「国家」と並立ぶ、構）J主体として、あらたな可能性を手に

入れるととになる。「地域Jは下部の邸位から、国境の撤）$百によって、 「凶家」「EC」と問等の比韮をもっ



ド

た単位と して出現してくるのである。ヨーロ ァパは、 ζれまで国民凶家の下で抑圧や平準化圧力を受りな

がらも、文化的、地域的K多様性が絶えずモのアイデンティティーを追求してきた。EC統合と仔っても、

欧州が一国になるわけではなし それぞれの地以が多様．な顔を持ち続ける中で、モザイク模様の一枚の

絵を完成させるものである。 εchnには、十ニ個の星が輝いているが、十二の主織が一つの理念に融合し
てとそ、 EC旗は欧州迎合のシンボルと してはためくのである。その際、地場が国家を超える空間として

一つのヨーロッバへ発肢していくのか、それとも民族、文化的共同体としてさらκ「異質なヨーロァパJ
を際だたせるζとκなるのかーー その選択は、主権者である「ヨーロァパ市民jそれぞれκかかっている。

（住）

1) （欧州合衆国（ tl1~ U11it.ed Stutes of Europe）〕 l.946年9月、 三度の世界大戦によって、荒廃し

たヨーロッパを副也すべ〈気運が人々の｜制で高まる中、スイスのチューり γヒ大学で、イギリスの

チャーチル首相が欧州合衆凶のt占f＆を提唱した。
「もし、ヨーロァバの諸民放が百1結てeきるならば、 ヨーロッバ諸国民は共通の幸福感を抱き、無限

の名嫌を感じるであろう。その手段とは、 ヨーロ yパの大部分が平和、安全保障、解肢の形をと っ

て発展できるよ うに生まれ変わり、お互いの団結を強める ζ とである。我々は、 アメリカ合然回

に似たものを主主芯し、育てなければ去ら念い。との緊急な使命を達成するためには、まずドイツ

とフ ランスが：Fi'. i¥tjぶと とが必袈である。」

EC政治統合の長終的形態としての国家統合をいう。主彬店主棄する ζ とに戸ンマークやボノレトガノレ

などの王制盟主主は賛成するとは限ら夜い。

2）〔欧州連邦構想（EnrnpeanCo11fede1・;¥tion Plan）〕 ミソテラ ン仏大統領は 19 8 9年12月31 

日、 由民向け年頭メ ッセージで、東欧諸国を含む全欧州諸国を結集し 「平和と安全保障の恒久組

織」としての欧州迎邦の実現をII千びかけた。 90年 1月のハンガりー訪問、コール首相との会談

などにより、 フランスはとの構想を推進している。

3) 'TREATY ON EliltO l’EA.¥' UNION 

''ARTICLE '.ib 

The nommunit.y shall a.ct wit.Ii川 theliniil詰oft.hepower,; conferred upon it by t.his’neaLy 11.nd 

of t.he objectives揃sig11edt.o it. lberein. 

In are.is which do not fall wilhin its exclusive competence, the Community shall take action, in 

accordt111cぜ withthe pri川 ：ipleof subsidiarity, only if and in so for as tlic objectives of the 

proposed act.ion c:innot be sufficienl.Jy achie、，cdby t.hむMemberSta.tes and t加 .therefore,by 

reason of the scale or effects of the proposed action, be better aιhieved by the Comrnuniもy.

Any 11ction by lhc community shall not. go beyon<l what. is necessary to achieve the objectives 

of thi弐「n・e品t.v'' 
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